
  

Weeklyコラム 
平成 28 年 5 月 31 日 

〒541-0055 大阪市中央区船場中央 2-1 
船場ｾﾝﾀｰﾋﾞﾙ 4 号館 4 階 

  Tel  06-6261-8000 
    Fax 06-6261-6539 

         

 

労働者代表を正しく選択 

 

春の訪れ、新年度を迎えるにあたり街中では、フ

レッシュマンの姿が初々しく見える季節となりまし

た｡さて､そんな彼ら彼女らも色んな想いをもって

入社しているかと思いますが、本日は雇用者側

についての記事を取り上げたいと思います。 

事業主が法定労働時間を超えて従業員を働か

せるためには､時間外労働･休日労働に関する協

定[労働基準法 36 条に基づく労使協定､通称

｢36(サブロク)協定｣という]を労働者と締結しなけ

ればなりません｡36 協定を締結する際に、事業場

に労働者の過半数で組織する労働組合がない

場合は、労働者の中から過半数代表者(労働者

代表)を選出し、労働者側の締結当事者とする必

要があります｡社員数がそれほど多くない中小企

業において社内に労働組合があるケースというの

は限られており、多くの中小企業では社員の中か

ら労働者代表を選出しているわけですが､その労

働者代表の選出方法に問題があると、そもそもの

締結した協定自体が無効となってしまうことで大

きなトラブルに発展するリスクがありますので､今

回は正しい労働者代表の選出方法についてまと

めてみます。 

労働者代表になることができるのは、労働基準法

第 41 条第 2 号に規定する管理監督者でないこと

という大前提があります｡管理監督者とは､一般的

には部長、工場長など､労働条件の決定その他

労務管理について経営者と一体的な立場にある

人を指すわけですが、労働者代表の選出に当た

っては､管理監督者に該当する人､近いうちに就

任する可能性のある人は避けた方が無難です。 

 

 

 最も肝心なことは､労働者代表を選出するための正

しい手続きがとられていなければならないことです｡す

なわち、36 協定を締結するための労働者代表を選出

することを従業員に明らかにしたうえで､投票､挙手な

どにより選出することが必要です｡もちろん投票､挙手

の他に、労働者の話し合いや持ち回り決議などでも

構いませんが、労働者の過半数がその人の選任を支

持していることが明確になる民主的な手続きがとられ

ていることが必要となります｡しかし､労働者代表選出

について､次のケースでは無効となるので注意が必

要です。 

1.使用者が一方的に労働者代表を指名している場合
2.親睦会の代表者が自動的に労働者代表となってい
る場合 
3.一定の役職者が自動的に労働者代表となることに
なっている場合 
4.一定の範囲の役職者が互選により､労働者代表を
選出することになっている場合 
 
法律に違反した選出とならぬよう､適切かつ上手に労
働者代表を選出することで､将来の経営にプラスとな
るのではないでしょうか。 
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当団体は、異なる業種の経営者が相集い、 力を合わせ、自らの研鑚と親睦を通じて、

斬新な経営感覚と新たな販売促進を創造して、メンバー同士でより健全な事業所とその 
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